
4 42 Ｒ 7 年度（ R7 ～ R9 ） 6 年度

１　基本事項 ２　事業概要（Plan）

款 項 目 事業２

1 1 06 01 02 001

３　実施結果（Do）

　 ① 事業費 単位：千円

第４次厚真町総合計画　実施計画シート

事業名 地域おこし協力隊活動事業（農業支援員）
担当課 担当グループ 作成者（職・氏名） 実施計画年度（期間） 事業評価対象年度

産業経済課 農業グループ 主査・都築　宏紀 Ｒ

事業区分
事業開始年度 平成 28 年度 事業主体 会計区分

予算科目

0461

事業の性質 法令に基づかない自主的事業 条例等の有無 有

事業の目的

農業従事者の高齢化や後継者不足による担い手の減少が急速に進みつつ
あることから、都市地域から人材を誘致し、地域における農業への従事
や活動を通して、新規参入（就農）への誘導や定住、地域力の維持･強
化を促進する。

事業１ 性質別経費

事業終了年度 令和 7 年度 町 一般

事業の内容
（手段・方法

等）

①人選 ： 農業フェアへのブース出展やインターネット等による公募を
行い、書類選考（1次選考）、面接選考（2次選考）を経て決定し委
嘱。
②実務 ： 農業担い手研修農場で農業研修を主に行い、地域農家への支
援をしながら、農場作物以外の作物についても学んでいる。その他に
は、地域イベント等の支援も実施。
※地域おこし協力隊・農業支援員は１年間の委嘱期間としているが、本
町において就農を目指す場合は、最長３年まで期間延長し新規参入（就
農）へ向けた支援を実施する。

根拠法令・例規計画等 厚真町地域おこし協力隊・農業支援員設置要綱、厚真町農業振興計画

総合計画

基本目標 3 みのり豊かなあつま

基本施策 9

総合戦略 11 （しごと）町の資源を生かす持続可能な事業・産業の創出

厚真町強靭化計画 4212 新規就農者に対する支援

農業の振興

施策項目 91 いきいきとした人づくりの推進

復旧・復興計画 99 その他

対　象
都市地域に居住している、おおむね20歳以上～40歳以下で新規参入
（就農）を目指している者

政策展開方針
（Ｒ2～Ｒ６）

大項目 3 育成と挑戦

中項目 5 次世代の育成と教育環境の充実　
成果目標

R7（後期5）

決算・決算見込み・予算・計画 決算・決算見込み・予算・計画 決算・決算見込み・予算・計画 決算・決算見込み・予算・計画 決算・決算見込み・予算・計画

都市地域から移住・定住による新規参入（就農）者の確保（年間3名）を図る。
施策項目 3502 地域おこし協力隊、地域おこし企業人などの招聘

H28（前期1） H29（前期2） H30（前期3） R1（前期4） R2（前期5）

事業費

R3（後期1） R4（後期2） R5（後期3） R6（後期4）
事業費の推移

36,539 42,791 42,303 47,134 57,897

決算 決算 決算 決算 予算

町債

道支出金

一般財源 36,539

特
定
財
源

国支出金

その他

積算根拠

42,791 42,303 47,134 57,897

人件費（＠4,300*時間数）

報償　25,296
旅費　2
出展負担金　60
委託料　277
負担金補助及び交付金
10,904

報償　29,340
旅費　345
出展負担金　165
役務費　13
委託料　773
負担金補助及び交付金
12,155

報償　29,340
旅費　253
出展負担金　121
役務費　10
負担金補助及び交付金
12,700

報償　38,180
旅費　249
出展負担金　88
役務費　10
負担金補助及び交付金
8,607

報償　46,200（35千円/
人）
旅費　349
出展負担金　187
役務費　14
委託料　147
負担金補助及び交付金
11,000

989 1,591 1,801 2,085 2,085

ヒアリング
指示事項

※企画調整Ｇ記入
欄

主な年次計画
（取組）

委嘱　９名 委嘱　10名 委嘱　9名 委嘱　10名 委嘱　11名



② 実績・成果

単位 単位 単位 単位 単位 単位 単位 単位 単位 単位

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

４　事業の評価（Check） ５　今後の方向性・課題・改善提案等（Ａction)

※評価結果は、A：妥当である　B：概ね妥当である　C：あまり妥当でない　D：妥当でない　で評価する

６　内部評価（本欄は、内部評価委員会で使用するため事業担当課は入力しないでください。）

７　外部評価（本欄は、外部評価委員会で使用するため事業担当課は入力しないでください。） ８　外部評価に対する町の考え方

Ｒ 8 年 1 月 28 日 Ｒ 8 年 3 月 18 日

R4（後期2） R5（後期3） R6（後期4） R7（後期5）

数量 数量 数量 数量 数量

H28（前期1） H29（前期2） H30（前期3） R1（前期4） R2（前期5）

数量 数量 数量 数量 数量

農業支援員委嘱者数（延べ人数）

目　標 9 11

指　標　名　称　（　前　期　）

31 34

実　績 8 10 13 15 18 21 24

13 16 19 22 25 28

27 31

R3（後期1）

達成度 89 91 100 94 95 95

目標：年間3名採用 目標：年間3名採用
研修農場を設置
目標：年間3名採用

96 96 100 0

目標：年間3名採用 目標：年間3名採用 目標：年間3名採用

※数値化できない活動内容や指標の変更等について記載する

研修農場を設置
目標：年間3名採用

主
な
成
果
指
標

農業支援員からの新規就農者数（延べ人数）

目　標 4 4

※数値化できない成果や指標の変更等について記載する

・当該年度の新規就農者数
１人 １人 ０人 １名

達成度 100 125 125 150

主
な
活
動
指
標

18 21

実　績 4 5 5 6 8 11 13

4 4 6 9 12 15

16 19

133 122

2名 ３名 ２名 ３名 ３名

108 107 106 0

サービス 継続（現状維持） 方向性 拡大

妥当性
実施主体・目的・対
象・手段等は公平か
つ妥当か？

Ａ
都市地域から、地域おこし協力隊要綱に基づいて新規参入者（就農）の募
集をしている。幅広い分野から人材が集まり定住することで、地域におけ
る農業への従事や活動を通して地域の活性化につながっている。

理由
新規参入（就農）による移住定住により、地域農業への従事、地域活性化に貢
献しており、今後も必要な事業。

評価項目 評価の視点 評価結果 説　　明 予算 継続（拡大）

有効性
期待された成果が得
られたか？ Ａ

地域おこし協力隊事業をH23年度から活用している。H23年度の農家数412戸、農業
支援員は2名（戸）で、全体の0.5％。R6年度の農家数232戸まで減少、農業支援員は
延べで30名（戸）が従事しており、全体の13％になっている。そのうち21名が新規就
農しており、R7年度では現在8名が農業支援員として研修を行っている。家族含めての
移住定住者数は、R6年度までに72名。 課題および

改善提案

・研修期間が3年間と短く、4年目には新規就農することになる。卒業生の経営安定までの支
援強化（農場施設の一部貸付など）などを含め、研修農場の研修充実を図っていきたい。
・応募前に、体験研修（1週間程度）の実施を必須としている。実際に現地に来ることで、そ
の方の人となりや真剣さを見ることができるためと、体験を通して本当に農家になりたいの
かというマッチングミスを減らす取り組みでもある。就農フェアへの出展による都市部から
の人材誘致に注力していく。
・研修生人数に対して就農地確保が課題である。農業委員会、農協、各地区農事組合などの
各関係機関や集落アドバイザーの協力により農地情報収集を行っている。
・R7年度から、既存農業経営者の右腕となれる人材育成を目指した協力隊の募集を行う。

効率性
コスト面からみた費
用対効果は適正か？ Ａ

都市地域からの新規就農による移住定住により、農業従事担い手不足への
歯止め、耕作放棄の未然防止、地域集落の活性化につながっており成果が
あった。
地域おこし協力隊制度は交付税措置があり、財政負担軽減が図れている。

※予算・サービスは「継続（拡大・現状維持・縮小）」および「終了」から、方向性は「拡大」「現状維
持」「縮小」「終了」から選択する。

予算 継続（拡大） サービス 継続（現状維持） 方向性 拡大 意見
今後、協働型地域おこし協力隊での農業従事者募集も鑑み、本質的な事業内容は現状維持とするも、予算・方向性
については拡大とする。

拡大 回答年月日

付帯意見
（全体意見）

〇新規就農者の受入から定着まで一貫した支援体制を構築している先進的な事業である。
〇農地確保が課題となっており、関係機関との連携強化による計画的な農地マッチングが必要で
　ある。
〇農業法人への就職支援など新たな取り組みにより、多様な就農形態に対応することが期待される。
▶以上から、予算・方向性を拡大とし、サービスを現状維持のうえ事業を継続することが望ましい。

〇付帯意見にある通り、新規就農者の農地確保は喫緊の課題と認識しております。今後も
　町を始めとする農業関係機関との連携をさらに強化し、農地の確保に努めてまいりま
　す。また、確保した就農予定農地の整備改良についても検討してまいります。
〇都市部からの人材獲得に向け、体験研修の必須化によるミスマッチ抑制を継続してまい
　ります。また、新たな取り組みとして、既存農業経営者の「右腕」となる人材（雇用就
　農）を地域おこし協力隊・農業支援員として募集するなど、土地利用型農業を維持・発
　展させる多様な担い手の育成に努めます。
〇ご指摘のあった成果指標については、「農業支援員委嘱者数」に対する「研修生の状
　況」「新規就農状況」の実績を「見える化」することで改善を図ってまいります。

その他意見
（個別意見）

〇研修生の状況を含めた成果指標の見える化が必要である。
〇農業委員会や土地改良区との連携強化により、農地情報の共有を進めることが求められる。
〇体験研修の必須化によりミスマッチを抑制しつつ、都市部からの人材獲得を継続すること
　が期待される。

評価実施年月日 予算 継続（拡大） サービス 継続（現状維持） 方向性


